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ことを背景に、2018 年 4 月、既存住宅の促進のため、「安心 R 住宅」という制
















第 1 章 住宅産業構造の変革 
1-1. 住宅業界の命題 
住宅需要のベースとなる世帯数の増加ペースは年々下降傾向にあり、減少に転
じることが予想されている。日本国内の世帯数は、2015 年の 5,332 万世帯から
















異なる。米国では、新築価格に対して築 30 年で 7 割程度の価格で評価され、築













































































1-3. シェアリングエコノミー（Sharing Economy）の変革 
2018 年 6 月 15 日の民泊新法（住宅宿泊事業法）施行に向けて、民泊運営の
サービスに参入企業が相次いでいる。民泊新法では都道府県等に必要書類を届
け出れば、原則として旅館業法の縛りを受けずに営業できる。リクルートは民








































プでは、2 割を超える観光客が米 Airbnb を利用し、2016 年のリオデジャネイ
ロオリンピック・パラリンピックでは、米 Airbnb は公式サプライヤーとして





までに全国主要都市の一千店舗で展開する。24 時間 365 日利用できるコンビ
ニエンスストアで展開されれば、民泊に普及に弾みがつく。民泊新法の施行に





























中古住宅市場は、木造戸建てが築後 20 年程度で価値がゼロとされ、30 年程度
で建て替えされる。欧米では、築 50 年や 100 年を超える戸建て住宅が、新築
よりも高い価格で取引される。欧米では、建物において、歳を重ねて美しくな
るエイジングの概念が存在する。日本では、中古住宅と呼ぶが、欧米では、既









2018 年 4 月から中古住宅の物件広告に「安心 R 住宅」マークを付けること
ができるようになった。国土交通省がつくったルールであり、中古住宅に係る

















































































































































































































































































































































【図 2 住宅業界におけるオムニチャネルビジネスモデルの提言】 
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